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１ 緊急対策 ① 震災に伴う雇用対策

○ 雇用保険受給者の状況

① 雇用保険受給者実人員（H24.４月末現在） 【資料１】

・県 内 全 体 9,691人（震災後のピークのH23.6月末時点と比較して▲6,848人減少）

震災後減少傾向が続いているものの、震災直前のH23.2月末と比較して＋2,330人

・うち沿岸４所 4,663人（震災後のピークのH23.6月末時点と比較して▲4,045人減少）

震災後減少傾向が続いているものの、震災直前のH23.2月末と比較して＋3,018人

② 広域延長給付受給者（H24.5.18現在） 【資料２】

・2,680人（H23.10～H24.4までの7か月間に広域延長給付の受給を開始した方）

うち女性1,813人（全体の67.6％）

・支給終了者1,449人(①就職564人、②未就職885人(うち訓練受講中12人))、受給中1,231人

・就職率38.9％（①／①＋②）

○ 求職者支援制度による就職支援（23年度実績）

定員：3,800人（第３次補正予算による拡充枠1,500人分を含む）

訓練設定状況：Ｈ23年10月～24年3月開講訓練コース：91コース／1,479人 （H24.5.14現在）

○ 緊急雇用創出事業臨時特例基金による雇用の創出

平成23年度第１次補正予算等による雇用創出事業(118億9千万円の交付)により、1万人の雇

用創出を計画、実施。 ・雇用実績：7,647人 （H24.2.29現在）
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○ 雇用調整助成金の拡充による雇用の維持 【資料３】

生産量・売上高などの確認期間の短縮や支給限度日数の拡大(＋300日)、雇入れ６ヶ月未満も

対象者とするなどによる雇用維持の支援。

震災に伴う計画届の遡及提出の特例措置(H23.6.16期限)が経過したこともあって、７月以降

の計画届の提出件数が大きく減少。

・ 震災特例分の計画届受理件数：5,770件（H23.3～H24.4累計）

⇒ 雇用維持されている対象労働者 225,747人 （同上）

・ 24年４月：283件 （ピークの23年６月(1,544件)に比べ▲1,261件）

○ 各種助成金の拡充等による雇用の促進

「被災者雇用開発助成金」の創設や「成長分野等人材育成支援奨励金」の拡充による雇用の

促進

・ 被災者雇用開発助成金 支給決定件数 3,479件（H24.4月末現在）〈前月比＋809件〉

被災離職者や被災地域の求職者を新たに雇い入れた事業主に対して、助成金（中小企業90

万円、大企業50万円）を支給（5月2日以降の雇い入れが対象で、採用から6か月後に申請）

・ 成長分野等人材育成支援奨励金 受給資格認定件数 69件（H24.4月末現在）〈前月比＋10件〉

震災後（3月11日以降）に雇い入れた被災者や、震災に伴い離職させた従業員を再雇用した

中小企業事業主が、その労働者に職業訓練を行う場合にその訓練費を助成（60万円を限度）
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１ 緊急対策 ② 被災労働者等の救済措置

○ 労災保険の給付【資料４】

労働者が仕事中や通勤中に震災に遭い死傷した場合に労働者もしくはその遺族に給付を行う。

5月24日現在、請求件数は713件（遺族給付634件、療養給付等79件）、このうち遺族給付の決

定件数は630件（99.4％を決定済）で、概ね1か月以内に処理。

・ 遺族給付の請求件数：634件（決定630件）（支給決定件数609件、不支給決定等件数21件）

遺族特別支給金決定金額：1,815百万円（605件×300万円）

・ 療養、休業給付等の請求件数：79件（支給決定件数：79件） （5月24日現在）

○ 事業場・事業主団体等を通じた労災遺族請求促進等の取組

・被災地域を中心とした対象事業場：5,681事業場など

把握した被災者（死亡・不明）総数 1,235件 （5月24日現在）

うち 請求済を確認 634件 (事業主等の特別加入者を含む)

適用外を確認 389件 (事業主・役員等で特別加入未加入)

対象外を確認 161件（休日、帰宅後の被災、消防団活動中など）

他局の案件 28件（他局で請求済を確認）

未請求のもの 23件

（→今後の対応は、8頁参照）
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１ 緊急対策 ③ 復旧・復興工事等の安全衛生確保対策

○ がれき処理・建物解体等の復旧・復興工事等における安全衛生確保対策を推進
（1）現 状
・ 労災事故（復旧・復興関連）：平成23年(確定)の死傷者数55人(4人)(うち建設業50人(3名)）

平成24年(1～4月)の死傷者数9人(0人)(うち建設業8人(0名)）
（5月28日現在、（ ）は死亡者数）

（2）対 策
・ 労働災害防止対策等に関して建設業関係団体に対する局長要請（3回）

① 3月18日 ② 3月29日 ③ 8月8日
・ 労働災害等防止対策の徹底に関して警備業協会に対して要請を9月30日に実施
・ 安全衛生パトロールの実施（84回：宮古、釜石、大船渡、二戸各監督署管内）

4月： 6回（62現場） 5月：5回（13現場） 6月：3回（18現場） 7月：9回（113現場）
8月： 7回（60現場） 9月：4回（ 7現場） 10月：1回（ 3現場） 11月：3回（ 13現場）

12月： 3回（12現場） 1月：6回（11現場） 2月：4回（ 7現場） 3月：4回（ 15現場）
4月：29回（72現場）

・ 建設業者等に対する集団指導・研修会の実施（17回（508名））
7月：3回（106名） 11月：5回（ 63名） 12月：1回（ 12名）
1月：2回（ 29名） 2月：3回（157名） 4月：3回（141名）

・ 保護具等の配布（5月28日現在）
① フィルター交換式防じんマスクの配布（1.5万個配布済み）
② 簡易防じんマスクの配布(8.6万枚配布済み）
③ 手袋等保護具の配布（作業用手袋：2,280双、防じんゴーグル850個配布済み）
④ 電動ファン付き防じんマスクの配布（150個のうち142個を配布済み）
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１ 緊急対策 ④ 被災した新卒者等に対する就職支援

○ 盛岡新卒応援ハローワークでは「学生等震災特別相談窓口」、他のハローワークでは「特別
相談窓口」で、被災した新卒者等の就職を支援

○ 新規学卒者の内定状況
・新規高卒者（H24.4月末現在） 98.9％（前年同月比 ＋2.3P）
・新規大卒者（H24.3月末現在） 89.2％（前年同月比 ＋1.6P）

（注）大卒者の内定状況は、岩手労働局独自の調査結果

○ 新卒者及び既卒者を対象とした集団面接会等を実施して就職を支援
・24年度 開催数 ５回 参加企業数 178社 参加者数 1,018人 （H24.5.24現在）

【今後の開催予定】（H24.5.24現在）

５月25日(金) 大船渡・陸前高田地区就職面接会（大船渡市）
６月７日(木) 岩手就職面接会Ⅱ（盛岡市）
６月20日(水) 宮古地区就職面接会（宮古市）
７月10日(火) 近畿ブロック大学等就職フェア2012（大阪市）
７月25日(水) 平成24年度「もりおか就職面接会」（盛岡市）
８月３日(金) 花巻・北上地区就職ガイダンス（北上市）

・23年度実績 開催数 44回 参加企業数 2,018社 参加者数 7,252人
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２ 今後の課題及び対策等 ① 雇用対策

特に津波被害が大きかった沿岸部については、復旧・復興に相当程度時間を要することが予想
されたため、雇用保険の給付期間の延長を実施してきた（沿岸部については、計210日の延長を
実施し、最も給付期間が短い方（90日間）でも合計300日間の給付を受けられるようにした。）。

しかしながら、これらの措置を図っても、１月中旬以降に給付期間が満了となる者が出てくる
ため、以下の取組を実施する。
○ 雇用機会創出のための支援（常用雇用の創出、一時的雇用の拡充）

「重点分野雇用創造事業」の基金を積み増しして次の事業を実施（第３次補正予算で、岩手
県に対して約500億円を追加造成）
・ 今後の本格的な復興に向け、安定した雇用創出を図るため、産業施策と一体となった雇用機

会の創出を行う「事業復興型雇用創出事業」、「生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事
業」を創設（約350億円の基金を造成）

・「事業復興型雇用創出事業」については、H24.2.6(月)から申請書受付を開始
①実績 29事業所、144人分の申請を受理（H24.4月末現在）

②対象事業の拡大
23年度はグループ補助金対象事業所を対象（１事業）
24年度は対象事業を拡大（１事業→45事業）

（24年度対象事業）
・国の事業 26事業（福島県のみが対象となる１事業を除く）
・岩手県及び県内市町村の独自事業 19事業

合計45事業

・ 併せて、事業再開までの当面の間の就労（一時的雇用）を希望する方にも対応するため、こ
れまで実施してきた「震災対応事業」を基金をさらに造成して実施（約150億円を追加造成）
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○ 雇用保険支給終了者に対する就職支援の徹底
・ 各受給者の支給終了時期を整理し、求職者のニーズを踏まえ、担当制による職業相談の実施

（受給者の状況については資料２参照）
・ 支給終了者又は近い時期に支給終了を迎える方々と事業所とが直接面談等を行える機会を確
保するため、各地域で就職面接会を開催

説明会等開催数 13回 参加企業数 376社 参加求職者数 1,374人 （H24.5.24現在）

【今後の開催予定】（H24.5.24現在）

５月25日(金) 大船渡・陸前高田地区就職面接会（大船渡市）
６月20日(水) 宮古地区就職面接会（宮古市）
８月３日(金) 花巻・北上地区就職ガイダンス（北上市）

・ 復興状況を踏まえ、積極的な求人開拓の推進、求人条件緩和指導の徹底
・ 専門の相談員による仮設住宅等への出張相談の実施

訪問件数 1,861件 相談件数 7,328件 （H24.4月末現在）

○ 求職者支援制度による就職支援

・ 24年度定員：9,100人
訓練設定状況 53コース 946人 （H24.5.14現在 予定含む）
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２ 今後の課題及び対策等 ② 被災労働者等の救済及び安全衛生確保対策

○ 労災遺族請求促進に係る今後の取組・対策等

請求促進の取組により把握した未請求144件に対して請求勧奨等を行った結果、5月24日現在、

請求済121件、未請求（請求予定）23件。

・諸般の事情から請求に至っていない遺族等に対して、引き続き定期的な請求勧奨を行う。

・漏れのない給付を行うため、被災労働者（未請求者）に係る情報収集を継続して行う。

○ 安全衛生確保対策

がれき処理では粉じんや石綿のばく露等、建物解体工事では墜落・転落災害、重機災害等の危

険があり、また、これから防波堤や道路等の復旧工事が本格化することから、引き続き、復旧・

復興工事における安全衛生確保対策を強力に推進する。

・ 東日本大震災復旧・復興工事関係者連絡会議（県単位、第 1 回 1 月 19 日開催、第 2 回 7 月

上旬開催予定）

・ 地区単位連絡会議（宮古・釜石・二戸署管内、7 月までに設置・開催予定）

・ 安全衛生パトロールの実施（各署、月２回）

・ 「復旧工事安全衛生確保支援事業」等の推進（受託者：建設業労働災害防止協会）

また、復興特区における公共インフラ等の復興施策の取組状況を把握し、関係自治体等と連携

しながら効果的・効率的な指導等を実施する。
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雇用保険受給者実人員の推移
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注：受給者実人員は、基本手当受給者実人員及び延長給付（個別・広域）受給者実人員の合計。

注：釜石所の数値は遠野出張所を含む数

資料１

　 H22.4 H22.5 H22.6 H22.7 H22.8 H22.9 H22.10 H22.11 H22.12 H23.1 H23.2 H23.3 H23.4 H23.5 H23.6 H23.7 H23.8 H23.9 H23.10 H23.11 H23.12 H24.1 H24.2 H24.3 H24.4

受給者実人員 9,595 9,426 10,077 9,949 9,550 9,016 8,234 7,786 7,585 7,414 7,000 7,361 12,780 15,617 16,536 15,477 14,688 12,723 12,165 11,757 11,227 11,517 11,084 10,387 9,691

（うち基本手当分） (8,923) (8,873) (9,526) (9,373) (8,950) (8,422) (7,678) (7,270) (7,090) (6,913) (6,517) (6,872) (12,102) (14,947) (15,752) (14,208) (12,865) (10,783) (9,846) (8,888) (8,015) (7,595) (6,753) (5,862) (5,676)

うち沿岸４所計 2,045 2,068 2,193 2,202 2,030 1,909 1,730 1,643 1,606 1,583 1,489 1,645 5,904 8,560 8,708 8,361 7,522 6,453 6,190 6,021 5,775 6,043 5,778 5,331 4,663

（うち基本手当分） (1,949) (1,982) (2,105) (2,091) (1,917) (1,808) (1,633) (1,560) (1,546) (1,498) (1,407) (1,551) (5,759) (8,404) (8,491) (7,627) (6,397) (5,246) (4,657) (3,985) (3,390) (3,035) (2,406) (1,790) (1,460)

　 釜石所 570 536 567 574 550 535 515 481 481 451 409 458 1,643 1,888 2,083 1,954 1,835 1,649 1,657 1,620 1,554 1,592 1,467 1,350 1,186

　 宮古所 577 573 618 566 512 492 442 441 419 434 401 435 1,746 1,977 2,071 1,962 1,813 1,596 1,587 1,544 1,503 1,639 1,548 1,429 1,259

　 大船渡所 376 434 445 498 454 416 403 368 386 387 355 414 1,728 3,715 3,675 3,618 3,154 2,604 2,406 2,336 2,238 2,288 2,261 2,059 1,773

　 久慈所 522 525 563 564 514 466 370 353 320 311 324 338 787 980 879 827 720 604 540 521 480 524 502 493 445



雇用保険受給者（広域延長給付受給者）の状況

○雇用保険受給者（広域延長給付受給者）の状況　（単位：人） （Ｈ２４．５．１８現在）

資料２

----２２２２----

注１：広域延長給付は、内陸所管内に避難して受給している受給者も存在する
注２：内陸所計は、盛岡所・花巻所・一関所・水沢所・北上所・二戸所・沼宮内出張所・遠野出張所の合計

・広域延長給付受給者は１０月～４月までの７か月間で２，６８０人
　うち女性は１，８１３人（全体の６７．６％）

・支給終了者１，４４９人（①就職５６４人、②未就職８８５人（うち訓練受講中１２人））、受給中１，２３１人
　（５月１８日現在）

・支給終了者のうちの就職者割合（内定率：①／①＋②）は３８．９％（５月１８日現在）で減少傾向
　支給終了を迎える方のうち、より長期受給者（中高年齢者）の割合が増加していることも一因
　　（１月２５日現在：６２．４％　　２月１７日現在：５７．１％　　３月１６日現在：４３．０％　　４月２０日現在：４１．３％）

　

広域延長給付初回受給者数 現在の状況

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 計

支給終了

受給中
①就職

②未就職 計
（①＋②）　 うち訓練受講中

釜石所 26 71 105 92 100 116 112 622 154 223 0 377 245

宮古所 38 78 95 89 91 164 138 693 102 210 0 312 381

大船渡所 34 97 162 121 120 226 174 934 204 287 6 491 443

久慈所 7 7 15 19 14 9 23 94 32 30 1 62 32

沿岸所計 105 253 377 321 325 515 447 2,343 492 750 7 1,242 1,101

内陸所計 26 36 43 52 52 66 62 337 72 135 5 207 130

合　　　計 131 289 420 373 377 581 509 2,680 564 885 12 1,449 1,231



資料３

----３３３３----

雇用調整助成金雇用調整助成金雇用調整助成金雇用調整助成金のののの計画届計画届計画届計画届・・・・支給申請状況支給申請状況支給申請状況支給申請状況
①雇用調整助成金の計画届受理件数 ②安定所別計画届受理件数等（震災特例分）

　 事業所数 対象者数 　 計画届受理件数 対象者数 支給決定件数 対象者数

２２年４月 507 12,247

沿
岸
所

釜　石 561 11,734 441 7,958５月 461 11,016

６月 455 11,005
７月 435 11,015

宮　古 436 6,470 353 4,511８月 392 9,255

９月 380 9,221

１０月 368 8,819

大船渡 514 10,784 507 8,316１１月 356 9,037

１２月 337 9,634

２３年１月 324 9,100

久　慈 131 2,065 97 2,617２月 297 8,350

３月 415 13,167
　 うち震災特例 59 2,672

計 1,642 31,053 1,398 23,402４月 1,088 42,626

　 うち震災特例 738 28,735

５月 1,248 56,167

内
陸
所

盛　岡 1,481 55,046 1,137 28,318　 うち震災特例 938 47,453

６月 1,544 60,590

　 うち震災特例 1,296 54,477

花　巻 462 16,030 345 10,140７月 587 16,580

　 うち震災特例 409 12,017

８月 561 17,908

一　関 653 35,106 476 18,576　 うち震災特例 427 14,285

９月 511 14,972

　 うち震災特例 369 10,863

水　沢 684 34,125 513 19,771１０月 515 16,548

　 うち震災特例 385 12,730

１１月 477 18,335

北　上 692 44,143 514 25,934　 うち震災特例 350 13,526

１２月 449 17,247

　 うち震災特例 260 10,983

二　戸 156 10,244 139 7,819２４年１月 431 15,601

　 うち震災特例 241 9,466

２４年２月 400 14,018

計 4,128 194,694 3,124 110,558　 うち震災特例 186 6,639

２４年３月 328 9,247

　 うち震災特例 46 686

合　計 5,770 225,747 4,522 133,960２４年４月 283 8,866

　 うち震災特例 66 1,215
注：２４年４月３０日までに受理及び支給決定を行った件数及び対象者数



 
 

 

○震災に伴う労災保険給付の請求及び支給決定状況            
                                 （5 月 24 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-４- 

 遺族給付（死亡） 療養・休業給付等 合計 

津波 ５１６ ４６ ５６２ 

地震   ０ ３３  ３３ 請求件数 

不明 

６３４ 

１１８ 

７９ 

― 

７１３ 

１１８ 

津波 ５１３ ４６ ５５９ 

地震   ０ ３３  ３３ 
支給決定 
件数 

不明 

６３０ 

１１７ 

７９ 

― 

７０９ 

１１７ 

岩手管内の遺族給付請求件数の推移 

年度 請求件数 

２１年度    ３５ 

２２年度    ３８ 
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特別労働相談窓口における相談状況　（23年3月14日～24年5月18日）

○安定所・監督署別相談件数（累計）

注１：安定所計のうち、「うち沿岸４所」の欄は釜石所・宮古所・大船渡所・久慈所の４安定所、「うち内陸６所」の欄は盛岡所・花巻所・一関所・水沢所・北上所・二戸所の
　　　相談件数
注２：監督署計のうち、「うち沿岸３署」の欄は釜石署・宮古署・大船渡署の３監督署、「うち内陸４署」の欄は盛岡署・花巻署・一関署・二戸署の相談件数

----５５５５----

合　　　　　　　計

　 　 　 　
局　　計 安定所計

　 　
監督署計

　 　

うち沿岸４所 うち内陸６所 うち沿岸３署 うち内陸４署

35,100 （ 100.0% ） 1,327 　28,807 22,807 6,000 4,966 3,604 1,362

事業主

小　　　　　　　　　　計 14,961 （ 42.9% ） 849 　11,277 7,331 3,946 2,835 1,921 914

賃金・休業手当等労働条件に関すること 1,826 （ 5.2% ） 39 　　874 812 62 913 552 361

解雇に関すること 1,149 （ 3.3% ） 25 　 855 775 80 269 162 107

労働安全衛生に関すること 638 （ 1.8% ） 5 　 1 0 1 632 592 40

労災保険給付に関すること 762 （ 2.1% ） 25 　14 10 4 723 468 255

労働保険料の申告・納付に関すること 163 （ 1.0% ） 22 　44 22 22 97 21 76

雇用の維持に関すること 5,702 （ 16.2% ） 485 　 5,190 2,766 2,424 27 18 9

求職者給付の特別措置に関すること 3,075 （ 8.7% ） 113 　 2,950 2,647 303 12 10 2

緊急避難の一時入居先としての雇用促進住宅
の入居に関すること 42 （ 0.1% ） 10 　 32 19 13 0 0 0

その他 1,604 （ 4.5% ） 125 1,317 280 1,037 162 98 64

労働者

小　　　　　　　　　　計 20,139 （ 57.1% ） 478 　17,530 15,476 2,054 2,131 1,683 448

賃金・休業手当等労働条件に関すること 1,555 （ 4.4% ） 128 　 606 492 114 821 543 278

解雇に関すること 955 （ 2.7% ） 38 　 705 608 97 212 121 91

求職に関すること（求職申込があったもの） 10,504 （ 29.9% ） 0 　10,493 9,546 947 11 11 0

求職に関すること（求職申込に至らないもの） 1,287 （ 3.6% ） 12 　 1,262 1,080 182 13 13 0

認定日の変更に関すること 604 （ 1.7% ） 10 　 594 383 211 0 0 0

緊急避難の一時入居先としての雇用促進住宅
の入居に関すること 141 （ 0.4% ） 2 　 138 100 38 1 0 1

求職者給付の特別措置に関すること 1,595 （ 4.5% ） 166 　 1,414 1,151 263 15 5 10

その他 3,498 （ 9.9% ） 122 　 2,318 2,116 202 1,058 990 68
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